
 

平成１９年度第２回平塚市建築審査会 会議録 

 

開催日時 平成１９年１１月２２日（木） 午後２時００分から午後４時００分まで 

開催場所 平塚市役所西附属庁舎Ｇ会議室 

委員 三澤委員、藤井委員、大山委員 

特定 
行政庁 吉野建築指導課長、武井課長代理、金子主査 

 
出 
席 
者 

 事 務 局

他 角田主管、寺島主事 

欠 
席  赤塚委員、加藤委員 

 
 開催形態 
 

 
■公開   □一部公開  □非公開 

 
傍聴者 

 
なし 

会議録 
署名委員 

 
三澤委員（会長）、藤井委員 

 

会議内容   

 

１ 開会 

   事務局から欠席者の報告。 

   会議録署名委員は、藤井委員とすることで了承された。 

 

２ 議事 

（１）議案１ 建築基準法第４３条第１項ただし書許可に係る包括同

意基準に基づく報告について（１０件） 

 

資料に基づき、特定行政庁から許可の概要報告があった。な

お、報告案件１－⑧及び１－⑨については、申請地が隣接して

いることから一括して報告された。 

 

報告案件１－①について 

申請建築物と近接している擁壁との離れに関する規定につ



いて質疑があった。これに対し、当該擁壁のように２メートル

以下の擁壁の場合、離れに関する規定はない旨の回答があっ

た。また、建築確認を要しない２メートル未満の擁壁について

安全性に問題が見られる場合が多く、その点も留意するよう意

見があった。 

以上の質疑をもって本案件は「了承」された。 

 

報告案件１－②について 

法第４３条ただし書空地である協定道路に関し、現況の道路

の範囲と協定における道路の範囲について質疑があった。これ

に対し、当該建築物の建替えの際に後退することにより将来的

に４メートル以上の幅員が確保される旨の説明があった。 

以上の質疑をもって本案件は「了承」された。 

 

報告案件１－③について 

法第４３条ただし書空地は約２メートル幅でアスファルト

舗装されているが、将来的に４メートル幅まで舗装されるのか

について質疑があった。これに対し、将来舗装されるかはわか

らないが、現況で４メートル以上通行可能な空間が確保されて

いるため同空地であると判断した旨の回答があった。また、汚

水の処理方法について質疑があり、敷地外の共有地に汚水桝を

設置しており、この共有地を通じて市道中原下宿１１号線に敷

設されている公共下水道に接続する旨の回答があった。 

以上の質疑をもって本案件は「了承」された。 

 

報告案件１－④について 

市街化調整区域内に存する申請地と隣地は、本許可申請以前

は一敷地であったと思われることから、申請地内の既存建築物

（倉庫）と隣地の一戸建ての住宅（母屋）は、従来用途上不可

分であったと推測されるが、本許可申請に係る敷地分割により

これらが分離してしまうことについて質疑があった。これに対

し、本許可申請に伴い敷地分割があったのではなく、本案件は

同一敷地内における建築である旨の回答があった。 

以上の質疑をもって本案件は「了承」された。 

 

報告案件１－⑤について 

雨水が宅地内浸透処理となっているため、その地盤への影響

について質疑があった。これに対し、法第４３条ただし書空地

に側溝がなく既設配管もないため宅地内浸透処理となり、ま

た、宅地内浸透処理が禁止されている地域でもない旨の説明が

あった。 

以上の質疑をもって本案件は「了承」された。 



 

報告案件１－⑥について 

当該許可に関する主だった質疑はなく、了承された。 

 

報告案件１－⑦について 

申請建築物の用途（２戸長屋）に関して質疑があった。これ

に対し、当該建築物は１階と２階が独立しており共用部分がな

いため共同住宅ではなく長屋である旨の説明があった。 

また、長屋（２戸）は法第４３条第１項の許可に係る包括同

意基準によりあらかじめ建築審査会の同意が得られるのに対

し、共同住宅（２戸）は同基準に適合しない理由について質疑

があった。これに対し、同基準を作成した際に人口密度の観点

から共同住宅を除外したと思われる旨の回答があり、また、共

同住宅であっても提案案件として建築審査会の同意を得て同

条の許可を得ることは可能であるとの説明があった。 

以上の質疑をもって本案件は「了承」された。 

 

報告案件１－⑧及び１－⑨について 

両申請地は、都市計画法第３５条の２の規定に基づく開発変

更許可を受けた区域内に存し、同法第３７条の規定に基づく建

築制限解除を受けた許可申請であるため、今後、同区域内の他

の宅地で今回と同様の手続きにより新たな法第４３条第１項

ただし書許可が申請されることもあり得るのかについて質疑

があった。これに対し、現在、都市計画法第３６条第２項の規

定に基づく検査済証が交付されていないため、同様の手続きに

より許可申請がなされる可能性はあるが、現在ほぼ道路も築造

されている状況であるため、おそらく新たな申請はないであろ

うとの回答があった。 

以上の質疑をもって本案件は「了承」された。 

 

報告案件１－⑩について 

雨水及び汚水排水処理について質疑があった。これに対し、

本申請地に隣接してＵ字型の水路があり、雨水については宅内

最終桝を通じて当該水路に接続し、また、汚水については当該

水路の反対側にある公共下水道に接続している旨の説明があ

った。 

また、市内にある法第４３条ただし書空地に係る関係権利者

間による協定道路に関し、本市の把握状況について質疑があっ

た。これに対し、協定道路の場所及び協定の内容について把握

している旨の回答があった。 

以上の質疑をもって本案件は「了承」された。 

 



（２）議案２ 建築基準法第５６条の２第１項ただし書許可に係る包

括同意基準に基づく報告について（１件） 

 

資料に基づき、特定行政庁から許可の概要報告があった。 

 

報告案件２－①について 

当該許可に関する主だった質疑はなく、了承された。 

 

３ その他 

（１）住宅の容積率緩和制度の見直し及び高度地区の変更素案につい

て 

 

資料に基づき、特定行政庁から概要説明があった。 

高度地区の変更素案において用いられている中心市街地の

区域について質疑があった。これに対し、概ね商業地域と重な

ると思われるとの回答があった。 

高度地区の変更素案における高さ制限の適用除外において、

「公益上必要な建物で、市長が認めたものについて建築を行う

場合」とあるが、その具体的な手続きについて質疑があった。

また、総合設計制度による緩和基準の検討に当たっては、そ

のメリット及びデメリットを整理する必要があるとの意見が

あった。 

これに対し、今回は高度地区の変更及び住宅の容積率緩和制

度の見直しに伴う総合設計制度による緩和基準の考え方を示

したものであり、次回、同制度に基づく許可基準案を提示した

い旨の回答があった。 

 

（２）第５７回神奈川県特定行政庁建築審査会連絡会の開催結果報告

について 

 

標記審査会連絡会の開催結果について、事務局から報告があ

った。 

 

（３）次回の開催日程について 

 

次回の開催日程は、後日事務局にて調整し、決定することと

なった。 

 

４ 閉会 

 

 


